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特集―企業の社会的責任（CSR） 

企業の社会的責任（CSR） 
―意義と課題―  

特
集 

21世紀に入ってから企業の社会的責任（CSR）が、国内でも大きな関心を集めはじめた。経済の

グローバル化を背景に欧米ではすでに労働、人権、企業倫理など企業活動によって生じるさまざま

な問題について、多角的な議論が展開されてきた。しかし、わが国では企業不祥事が続発したこと

もあり、おもにコンプライアンス（法令遵守）の側面からＣＳＲが問われた。企業活動で避けて通れ

なくなりつつあるＣＳＲを企業労使はどう位置づけるべきなのか。また、コーポレートガバナンス

のあり方が問われるなか、株主、消費者などステークホルダーとの関係や政府の役割などを視野に

入れて、その意義と課題を検討し、持続可能なＣＳＲのあり方を考える。 

　
企
業
の
合
併
・
買
収
（
Ｍ
＆
Ａ
）
が
日
本

で
も
活
発
化
し
、
企
業
規
模
の
拡
大
や
事
業

再
編
の
手
段
と
し
て
注
目
を
集
め
て
い
る
。

さ
ら
に
昨
年
、
フ
ジ
テ
レ
ビ
と
ラ
イ
ブ
ド
ア

に
よ
る
ニ
ッ
ポ
ン
放
送
株
を
め
ぐ
る
争
奪
戦

を
き
っ
か
け
に
、
敵
対
的
買
収
の
予
防
策
が

検
討
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
て
き
た
。
一
方
、

リ
コ
ー
ル
隠
し
、
耐
震
偽
装
と
い
っ
た
企
業

不
祥
事
の
続
発
に
よ
っ
て
、
コ
ン
プ
ラ
イ
ア

ン
ス
（
法
令
等
遵
守
）
の
観
点
か
ら
企
業
の

社
会
的
責
任
（
Ｃ
Ｓ
Ｒ
）
が
ク
ロ
ー
ズ
ア
ッ

プ
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。 

　
経
済
の
グ
ロ
ー
バ
ル
化
と
い
っ
た
事
業
環

境
の
変
化
を
踏
ま
え
て
、
企
業
は
コ
ー
ポ
レ

ー
ト
ガ
バ
ナ
ン
ス
（
企
業
統
治
）
構
造
の
改

革
に
も
直
面
し
て
い
る
。
機
関
投
資
家
や
個

人
投
資
家
の
発
言
力
の
増
大
や
株
主
構
成
の

変
化
も
生
じ
、
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
（
利
害

関
係
者
）
重
視
の
傾
向
に
も
変
化
が
み
ら
れ

る
と
い
わ
れ
て
い
る
。
こ
う
し
た
な
か
、
Ｃ

Ｓ
Ｒ
や
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
が
ど
の
よ
う
に

企
業
経
営
に
反
映
さ
れ
、
人
事
戦
略
に
ど
の

よ
う
な
影
響
を
及
ぼ
し
て
い
る
の
か
。
こ
こ

に
焦
点
を
あ
て
、
労
働
政
策
研
究
・
研
修
機

構
調
査
部
で
は
「
企
業
の
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
ガ

バ
ナ
ン
ス
と
Ｃ
Ｓ
Ｒ
に
関
す
る
調
査
」（
主
査

＝
阿
部
正
浩
・
獨
協
大
学
経
済
学
部
助
教
授
）

を
実
施
し
た
。 

　
調
査
方
法
は
、
郵
送
に
よ
る
調
査
票
の
配

布
・
回
収
で
あ
る
。
調
査
期
間
は
、
二
〇
〇

五
年
一
〇
月
六
日
〜
一
〇
月
二
一
日
。
調
査

対
象
は
、
株
主
の
影
響
を
把
握
す
る
と
い
う

性
格
上
、
上
場
企
業
全
数
（
東
京
一
部
・
二

部
、
大
阪
一
部
・
二
部
、
名
古
屋
一
部
・
二

部
）
二
五
三
一
社
を
対
象
と
し
た
。 

 

有
効
回
収
数
は
四
五
〇
社
（
有
効
回
収
率

、

一
七
・
八
％
）
で
あ
る
。
回
答
企
業
の
属
性

は
、
従
業
員
規
模
で
、
三
〇
〇
人
未
満
が
一

JILPT「企業のコーポレートガバナンスとCSRに関する調査」 

上場企業の9割超でCSR実施 
86％が不祥事防止で（回答数450社） 

JILPT「企業のコーポレートガバナンスとCSRに関する調査」 

上場企業の9割超でCSR実施 
86％が不祥事防止で（回答数450社） 
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※n=450、3位までの複数回答 

図１　経営側が重視する 
　　　利害関係者 

経営に対する発言力が強い 
利害関係者 

※n=450

図2 会社が重視する経営指標 

六
・
九
％
、
三
〇
〇
〜
九
九
九
人
が
三
三
・

三
％
、
一
〇
〇
〇
〜
四
九
九
九
人
が
三
六
・

二
％
、
五
〇
〇
〇
人
以
上
が
一
一
・
八
％
。

製
造
業
・
非
製
造
業
別
で
み
る
と
、
製
造
業

が
四
八
・
二
％
、
非
製
造
業
が
四
九
・
九
％

で
あ
る
。
本
稿
で
は
、
今
回
の
調
査
結
果
を

迅
速
に
発
表
す
る
た
め
、
単
純
集
計
の
結
果

を
中
心
に
紹
介
す
る
。 

  

Ⅰ 

株
主
の
発
言
力
と
重
視
度 

    

「
機
関
投
資
家
」の 

　
発
言
力
が
増
す 

　
調
査
で
は
、
経
営
に
対
す
る
発
言
力
と
重

視
度
に
つ
い
て
、「
こ
れ
ま
で
」
と
「
今
後
」

の
二
時
点
で
聞
い
た
（
３
位
ま
で
の
複
数
回

答
、
図
１
）。
経
営
に
対
す
る
発
言
力
と
し

て
と
く
に
強
い
と
感
じ
て
い
る
利
害
関
係
者

は
、「
こ
れ
ま
で
」
は
、「
顧
客（
消
費
者
）」

が
五
二
・
七
％
と
も
っ
と
も
多
い
。
次
い
で
、

「
従
業
員
」
が
四
四
・
九
％
、「
取
引
先
銀

行
」
が
三
九
・
八
％
な
ど
の
順
だ
っ
た
。 

　
し
か
し
、「
今
後
」、
も
っ
と
も
発
言
力
が

強
く
な
る
と
考
え
ら
れ
る
利
害
関
係
者
と
し

て
は
、「
機
関
投
資
家
」
が
過
半
数
の
五
六
・

二
％
を
占
め
、「
顧
客（
消
費
者
）」
を
わ
ず

か
で
は
あ
る
が
上
回
っ
て
い
る
。
「
こ
れ
ま

で
」
と
比
較
す
る
と
一
九
・
八
ポ
イ
ン
ト
の

大
幅
増
と
な
っ
て
い
る
。「
個
人
投
資
家
」

も
「
こ
れ
ま
で
」
と
「
今
後
」
を
比
較
す
る

と
、
一
四
・
二
ポ
イ
ン
ト
上
昇
し
、
三
三
・

一
％
で
あ
る
。 

 
こ
れ
に
対
し
て
、
こ
れ
ま
で
有
力
な
利
害

関
係
者
と
位
置
づ
け
ら
れ
て
い
た
「
取
引
先

銀
行
」
が
一
二
・
二
ポ
イ
ン
ト
低
下
し
二
七
・

六
％
、
「
従
業
員
」
も
七
・
三
ポ
イ
ン
ト
低

下
し
三
七
・
六
％
と
な
っ
て
い
る
。

上
場
企
業
で
は
、
今
後
、
取
引
先

銀
行
や
従
業
員
の
発
言
力
が
相
対

的
に
低
下
す
る
一
方
で
、
機
関
投

資
家
や
個
人
投
資
家
の
発
言
力
が

上
昇
す
る
と
考
え
る
傾
向
に
あ
る
。

と
は
い
え
、
今
後
と
も
「
顧
客（
消

費
者
）」
の
発
言
力
を
強
く
感
じ

て
い
る
点
に
変
わ
り
は
な
い
よ
う

で
あ
る
。 

  

今
後

も
顧
客
、従
業
員 

　
重
視
は
変
わ
ら
ず 

 

で
は
、
経
営
側
が
今
後
重
視
す

る
利
害
関
係
者
に
変
化
は
見
ら
れ

る
だ
ろ
う
か（
図
１
）。
調
査
に
よ

れ
ば
、
「
こ
れ
ま
で
」
は
「
顧
客

（
消
費
者
）」
が
七
七
・
三
％
と
も

っ
と
も
多
く
、
次
い
で
、
「
従
業

員
」
が
六
二
・
二
％
、「
取
引
先
企
業
」
が

三
九
・
一
％
だ
っ
た
。
こ
う
し
た
重
視
傾
向

は
、「
こ
れ
ま
で
」
で
企
業
が
発
言
力
を
感

じ
て
い
た
順
序
と
ほ
と
ん
ど
一
致
し
て
い
る
。 

　
一
方
、
「
今
後
」
重
視
す
る
利
害
関
係
者

に
つ
い
て
み
る
と
、
「
顧
客（
消
費
者
）」
が

七
八
・
〇
％
、
次
い
で
「
従
業
員
」
が
五
六
・

九
％
と
上
位
の
順
位
は
「
こ
れ
ま
で
」
と
変

わ
ら
な
い
。 

　
し
か
し
、
「
こ
れ
ま
で
」
と
「
今
後
」
を

比
較
す
る
と
、
「
機
関
投
資
家
」
が
一
〇
・

七
ポ
イ
ン
ト
増
加
し
て
四
四
・
〇
％
、
「
個

人
投
資
家
」
が
一
二
・
九
ポ
イ
ン
ト
増
加
し

て
三
七
・
一
％
と
上
昇
す
る
一
方
で
、
「
取

引
先
銀
行
」
が
一
〇
・
七
ポ
イ
ン
ト
減
少
し
、

「
従
業
員
」
も
五
・
三
ポ
イ
ン
ト
減
少
し
て

い
る
。
経
営
側
が
重
視
す
る
利
害
関
係
者
は
、

今
後
も
、
こ
れ
ま
で
と
同
じ
く
、
「
顧
客（
消

費
者
）」
や
「
従
業
員
」
が
上
位
に
く
る
こ

と
は
変
わ
ら
な
い
が
、
「
機
関
投
資
家
」
「
個

人
投
資
家
」
へ
の
重
視
度
は
高
ま
っ
て
い
く

よ
う
で
あ
る
。 

  

経
営
指
標

、約
６
割
が 

　
「
収
益
力
」
重
視 

 

企
業
が
重
視
す
る
経
営
指
標
を
、
「
こ
れ

ま
で
」、「
現
在
」、「
今
後
」
の
三
時
点
で
聞

い
た
と
こ
ろ（
図
２
）、「
こ
れ
ま
で
」
は
「
営

業
利
益
や
経
常
利
益
な
ど
、
収
益
力
を
示
す

指
標
」（
以
下
、
収
益
力
指
標
）
が
四
六
・
七

％
、
「
売
上
高
や
市
場
シ
ェ
ア
な
ど
、
規
模

の
成
長
性
を
示
す
指
標
」（
以
下
、
成
長
性
指

標
）
が
四
〇
・
四
％
と
な
っ
て
い
る
。
両
者

を
あ
わ
せ
る
と
八
七
・
一
％
に
及
ぶ
。
こ
れ

ま
で
重
視
し
て
い
た
経
営
指
標
は
、
「
収
益

力
」
と
「
規
模
の
成
長
性
」
の
二
つ
に
代
表

さ
れ
て
い
た
こ
と
が
わ
か
る
。 

　
で
は
、
「
現
在
」
で
は
ど
う
な
っ
て
い
る

の
だ
ろ
う
か
。
調
査
に
よ
れ
ば
、
「
収
益
力

指
標
」
が
六
五
・
八
％
と
も
っ
と
も
多
く
な

っ
て
お
り
、
こ
れ
ま
で
一
方
の
有
力
な
指
標

で
あ
っ
た
「
成
長
性
指
標
」
は
七
・
六
％
と

大
幅
に
減
少
し
て
い
る
（
三
二
・
八
ポ
イ
ン

ト
減
）。
現
在
、
上
場
企
業
は
、
売
上
高
や

市
場
シ
ェ
ア
よ
り
も
、
経
常
利
益
な
ど
の
収

益
力
を
経
営
指
標
と
し
て
よ
り
重
視
し
て
い

る
よ
う
で
あ
る
。 

　
さ
ら
に
、
「
今
後
」
に
つ
い
て
み
る
と
、

依
然
と
し
て
、
「
収
益
力
指
標
」
が
三
四
・ 
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※n=450

図4 最近の株主総会で取り上げた議案 

※n=450、複数回答 

図3 財務戦略（最近5年間と今後の取り組み予定） 

ポイズン・ピルの導入 

種類株制度の導入 

取締役の定数削減 

増配または自社株式の買戻し 

事業目的の追加変更 

株主確定基準日を取締役会で変更可能にする 

電子公告制度の採用 

※n=450

図5 最近の株主総会の開催時間 

銀行借り入れから 
社債発行への切り替え促進 

 銀行借り入れから 
株式発行への切り替え促進 

 非効率な持ち合い株の 
解消の促進 

 安定株主の確保 

 自己株消却の促進 

 資産流動化の促進 

 現金性資産を少なめにする 

 配当性向を高める 

四
％
と
も
っ
と
も
多
い
も
の
の
、
次
い
で
、

「
Ｒ
Ｏ
Ｅ
（
株
主
資
本
利
益
率
）
な
ど
株
主

資
本
の
効
率
性
を
示
す
指
標
」
が
一
九
・
六

％
、
「
Ｅ
Ｖ
Ａ
（
経
済
的
付
加
価
値
）
や
キ

ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
な
ど
残
余
利
益
を
示
す
指

標
」
が
一
四
・
七
％
、
「
Ｒ
Ｏ
Ａ
（
総
資
産

利
益
率
）
な
ど
資
産
活
用
の
効
率
性
を
示
す

指
標
」
が
一
二
・
二
％
を
占
め
、
株
主
を
意

識
し
た
指
標
が
増
加
傾
向
に
あ
る
こ
と
が
わ

か
る
。
な
お
、
「
顧
客
満
足
度
を
示
す
指
標
」

も
九
・
八
％
あ
り
、
「
現
在
」
と
「
今
後
」

を
比
較
す
る
と
、
八
・
五
ポ
イ
ン
ト
増
加
し

て
い
る
。
今
後
、
株
主
や
顧
客
な
ど
多
様
な

利
害
関
係
者
に
配
慮
す
る
形
で
、
重
視
す
る

経
営
指
標
が
変
化
す
る
可
能
性
が
あ
る
。 

  

ポ
イ
ズ
ン
・
ピ
ル
の
検
討
、２
割 

 

最
近
五
年
間
で
の
財
務
戦
略
に
つ
い
て
た

ず
ね
た
と
こ
ろ
、
「
安
定
株
主

の
確
保
」
が
六
六
・
四
％
と
も

っ
と
も
多
く
、
次
い
で
「
配
当

性
向
を
高
め
る
」
が
六
二
・
〇

％
、
「
非
効
率
な
持
ち
合
い
株

の
解
消
の
促
進
」
が
五
一
・
六

％
だ
っ
た（
図
３
）。
調
査
で
は
、

財
務
戦
略
の
選
択
動
機
に
つ
い

て
直
接
、
聞
く
設
問
が
な
い
た

め
、
そ
の
背
景
を
正
確
に
分
析

で
き
な
い
が
、
こ
れ
ら
の
デ
ー

タ
か
ら
推
測
す
る
と
、
過
去
五

年
間
で
、
上
場
企
業
は
非
効
率

な
持
ち
合
い
株
の
解
消
を

進
め
る
一
方
で
、
敵
対
的

な
企
業
買
収
を
防
ぐ
な
ど

安
定
的
な
経
営
の
た
め
に

「
安
定
株
主
を
確
保
」
し
、

配
当
性
向
を
高
め
る
な
ど

株
主
へ
の
利
益
還
元
を
積

極
的
に
行
っ
て
い
た
よ
う
で
あ
る
。 

　
一
方
、
今
後
の
取
り
組
み
予
定
に
つ

い
て
み
る
と
、
こ
の
傾
向
は
一
層
進
行

し
、「
配
当
性
向
を
高
め
る
」
が
七
七
・

三
％
と
も
っ
と
も
多
く
、
次
い
で
「
安

定
株
主
の
確
保
」（
七
一
・
六
％
）、「
資

産
流
動
化
の
促
進
」（
五
二
・
四
％
）、

「
現
金
性
資
産
を
少
な
め
に
す
る
」（
四

三
・
八
％
）
な
ど
が
上
位
に
あ
る
。
配

当
性
向
を
高
め
株
価
を
向
上
さ
せ
る
こ

と
や
安
定
株
主
の
確
保
、
現
金
性
資
産

を
少
な
く
す
る
な
ど
、
ど
の
項
目
も
敵

対
的
企
業
買
収
を
招
か
な
い
た
め
に
必

要
と
さ
れ
る
財
務
戦
略
で
あ
る（
１
）。 

 

で
は
、
最
近
の
株
主
総
会
で
取
り
上

げ
た
議
案
で
は
敵
対
的
企
業
買
収
へ
の

防
衛
に
か
か
わ
る
提
案
が
な
さ
れ
て
い

る
の
だ
ろ
う
か
。
調
査
に
よ
れ
ば
、
株

主
へ
の
配
当
を
高
め
る
「
増
配
ま
た
は
自
社

株
式
の
買
い
戻
し
」
を
三
七
・
一
％
が
議
案

と
し
て
取
り
上
げ
、
承
認
さ
れ
て
い
た
。
や

は
り
こ
こ
で
も
、
株
主
を
重
視
し
、
利
益
還

元
に
努
め
る
企
業
の
姿
が
見
て
と
れ
る（
図

４
）。 

 

一
方
、
敵
対
的
企
業
買
収
の
防
衛
策
と
し

て
注
目
さ
れ
て
い
る
「
ポ
イ
ズ
ン
・
ピ
ル
の

導
入
」 

に
つ
い
て
み
る
と
、
議
案
で
取
り

上
げ
承
認
さ
れ
た
の
は
〇
・
四
％
と
極
め
て

少
数
で
、
検
討
中
は
二
一
・
一
％
だ
っ
た（
２
）。

そ
の
他
、
「
種
類
株
の
導
入
」
を
議
案
と
し

て
取
り
上
げ
承
認
さ
れ
た
の
も
一
・
八
％
と

少
な
く
、
検
討
中
は
一
一
・
三
％
と
な
っ
て

い
る（
３
）。 

　
少
な
く
と
も
ポ
イ
ズ
ン
・
ピ
ル
が
敵
対
的

企
業
買
収
を
念
頭
に
お
い
た
も
の
で
あ
る
こ

と
を
考
え
る
と
、
二
割
の
企
業
は
、
敵
対
的

企
業
買
収
に
つ
い
て
危
機
感
を
抱
い
て
い
る

と
い
え
よ
う
。 

  

株
主
提
案
数

に 

　
「
変
化
な
し
」
が
９
割
弱 

 

最
近
の
株
主
総
会
で
、
株
主
側
か
ら
の
提

案
は
増
え
て
い
る
の
だ
ろ
う
か
。
ま
ず
、
最

近
の
株
主
総
会
の
開
催
時
間
を
た
ず
ね
た
と

こ
ろ
、
平
均
五
三
・
七
分
（
最
大
値
四
時
間
）

で
あ
り
、
全
体
の
六
八
・
六
％
が
一
時
間
未

満
（
「
三
〇
分
未
満
」
八
・
四
％
、
「
三
〇

分
〜
四
五
分
未
満
」
四
四
・
〇
％
、
「
四
五
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※n=450

図6 過去5年間の株主提案の数の変化 

※n=450

図8 株主総会に対する株主志向の取り組み 

株主総会集中日を避けて総会を開催する 

株主総会を土・日曜日に開催する 

株主総会通知を早期に発送する 

株主総会前に、取締役候補を開示 

株主総会で英語の同時通訳を実施 

総会を短時間に終了させず活発な議論を促している 

電子メールによる株主総会の招集通知 

電子メールによる株主の議決権行使 

※n=450

図9 株主広報活動（IR）の実施状況 

※n=450

図7 株式運営のためのコンサルティングサービスの委託 

有価証券報告書等を資料冊子として、主要な施設に常備 

 レポートをホームページ上で投資家情報として提供 

 国内でアナリストと定期的にミーティングを実施 

 海外でアナリストと定期的にミーティングを実施 

 IR活動をコンサルティングしてもらう 

 担当部署を設け、投資家等への専門部隊を配置している 

 英語のディスクロージャー誌を作成している 

 株主総会とは別に、「株主懇談会」を開催している 

 株主優待をしている 

分
〜
一
時
間
未
満
」
一
六
・
二
％
の
合
計
）

だ
っ
た
。
た
だ
し
、
従
業
員
規
模
別
に
み
る

と
、
規
模
が
大
き
く
な
る
ほ
ど
お
お
む
ね
開

催
時
間
は
長
く
な
る
傾
向
に
あ
る
。
五
〇
〇

〇
人
以
上
規
模
で
は
「
二
時
間
以
上
」
が
二

八
・
三
％
を
占
め
て
い
る（
図
５
）。 

　
最
近
五
年
間
で
の
株
主
提
案
数
の
変
化
に

つ
い
て
聞
い
た
と
こ
ろ
、
八
七
・
三
％
が
「
変

わ
ら
な
い
」
と
の
回
答
で
あ
る
。
増
加
傾
向

（
「
増
え
て
い
る
」
「
や
や
増
え
て
い
る
」

の
合
計
）
に
あ
る
の
は
八
・
二
％
で
、
減
少

傾
向
（
「
減
っ
て
い
る
」
「
や
や
減
っ
て
い

る
」
の
合
計
）
と
す
る
二
・
二
％
を
上
回
っ

て
い
る
。
な
お
、
従
業
員
規
模
別
に
み
る
と
、

五
〇
〇
〇
人
以
上
規
模
で
は
増
加
傾
向
と
の

回
答
が
一
五
・
一
％
と
他
の
規
模
に
比
べ
て

割
合
が
高
い（
図
６
）。 

　
そ
こ
で
、
株
主
総
会
の
運
営
の
た
め
、
進

行
シ
ナ
リ
オ
の
作
成
支
援
や
議
事
進
行
の
コ

ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
な
ど
の
サ
ー
ビ
ス
を
受
け

た
こ
と
が
あ
る
か
と
聞
い
た
と
こ
ろ
、
二
三
・

三
％
が
受
け
て
い
る
と
回
答
し
た（
図
７
）。

従
業
員
規
模
別
に
み
る
と
、
規
模
が
小
さ
く

な
る
ほ
ど
そ
の
割
合
は
わ
ず
か
な
が
ら
高
く

な
っ
て
い
る
。
と
く
に
三
〇
〇
人
未
満
の
企

業
で
は
、
「
現
在
は
受
け
て
い
な
い
が
、
今

後
受
け
て
み
た
い
」
と
す
る
企
業
が
七
・
九

％
あ
り
、
「
受
け
て
い
る
」
と
合
わ
せ
て
約

四
割
の
企
業
が
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
を
受
け

る
こ
と
に
前
向
き
で
あ
る
。
し
か
し
、
逆
に

い
え
ば
、
規
模
が
大
き
く
な
る
ほ
ど
、
現
在

の
株
主
総
会
の
切
り
盛
り
は
企
業
内
部
の
人

的
資
源
で
対
応
可
能
な
レ
ベ
ル
と
も
と
れ
る
。 

　
株
主
総
会
は
、
企
業
と
株
主
と
の
間
を
直

接
に
つ
な
ぐ
発
言
の
場
で
あ
る
。
そ
こ
で
株

主
総
会
に
対
す
る
取
り
組
み
を
た
ず
ね
た
と

こ
ろ（
図
８
）、
「
株
主
総
会
前
に
、
取
締
役

候
補
を
開
示
」
し
て
い
る
企
業
が
七
二
・
〇

％
あ
っ
た
。
続
い
て
、
「
総
会
を
短
時
間
に

終
了
さ
せ
ず
活
発
な
議
論
を
促
し
て
い
る
」

が
五
八
・
九
％
、
「
株
主
総
会
通
知
を
早
期

に
発
送
」
が
四
三
・
三
％
な
ど
、
株
主
へ
の

情
報
発
信
や
交
流
を
深
め
る
動
き
が
見
て
取

れ
る
。 

 

ま
た
、
「
株
主
総
会
集
中
日
を
避
け
て
総

会
を
開
催
」
が
三
九
・
八
％
と
四
割
を
占
め
、

検
討
中
も
一
四
・
九
％
あ
る
こ
と
か
ら
、
約

半
数
の
企
業
が
な
る
べ
く
多
く
の
株
主
に
株

主
総
会
に
参
加
し
て
も
ら
う
よ
う
積
極
的
な

姿
勢
を
示
し
て
い
る
こ
と
が
わ
か
る
。
さ
ら

に
、
「
電
子
メ
ー
ル
に
よ
る
株
主
の
議
決
権

行
使
」
は
一
四
・
七
％
（
検
討
中
は
一
六
・

七
％
）。「
電
子
メ
ー
ル
に
よ
る
株
主
総
会
の

招
集
通
知
」
も
四
・
七
％
（
検
討
中
は
一
五
・

三
％
）
あ
っ
た
。
Ｉ
Ｔ
を
活
用
し
、
株
主
の

意
見
を
反
映
さ
せ
る
シ
ス
テ
ム
に
も
、
あ
る

程
度
関
心
が
あ
る
こ
と
が
う
か
が
え
る
。 

 

で
は
、
株
主
広
報
活
動
（
Ｉ
Ｒ
）
に
よ
る

情
報
発
信
の
状
況
は
ど
う
か
。
調
査
に
よ
れ

ば
、
「
国
内
で
ア
ナ
リ
ス
ト
と
定
期
的
に
ミ

ー
テ
ィ
ン
グ
を
実
施
」
が
六
六
・
七
％
（
検

討
中
が
一
二
・
〇
％
）
と
も
っ
と
も
多
い

（
図
９
）。
次
い
で
、
「
担
当
部
署
を
設
け
、

投
資
家
等
へ
の
専
門
部
隊
を
配
置
し
て
い

る
」
は
五
九
・
一
％
（
検
討
中
が
一
六
・
七

％
）、「
有
価
証
券
報
告
書
等
を
資
料
冊
子
と

し
て
、
主
要
な
施
設
に
常
備
」
が
五
七
・
六

％
（
検
討
中
が
八
・
七
％
）、「
レ
ポ
ー
ト
を

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
上
で
投
資
家
情
報
と
し
て
提

供
」
が
五
一
・
六
％
（
検
討
中
が
一
八
・
〇

％
）
な
ど
が
続
い
て
い
る
。
そ
の
他
、
数
値

は
低
い
も
の
の
、
「
株
主
総
会
と
は
別
に

『
株
主
懇
談
会
』
を
開
催
し
て
い
る
」
も
一
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※n=450

図10 CSRの取り組み状況 

※n=417

図11 CSRの取り組む理由 

※n=417、複数回答 

図12 実際に取り組んでいるCSR

計 

 

300人未満（n=76） 

300～999人（n=150） 

1000～4999人（n=163） 

5000人以上（n=53） 

企業不祥事を未然に防止するため 

 経済団体等 からの働きかけ 

 労働団体 や労働組合等からの要請 

ＳＲＩ（社会的責任投資）を重視する投資家からの要請 

 社会正義 ・公正のため 

 安全 と健康を経営の最優先としているため 

 従業 員との一体感を高めるため 

 顧客 などに対するイメージアップ 

 ビジネス・チャンスの掘り起こし 

ＣＳＲを企業戦略の中核にして、戦略を立案・実行しているから 

 その他 

法令・倫理の遵守 
 公正競争 の尊重 

 取締役会 ・監査役等による監督・監査の実効性の確保 
 積極的 な情報公開・開示 

誠実な顧客対応 
 技術 と知識のイノベーションの推進 
 社 員のエンプロイアビリティの向上 

 社 員の育児・介護への配慮 
 男女間 の機会均等 
 環境 への配慮 

 社会貢献活動 への関与 
 ＮＧＯ／ＮＰＯとの協力・連携 

 世界的諸課題（貧困、環境、紛争等）解決への行動 
 その他 

（
検
討
中
が
一
七
・
三
％
）
あ
り
、
株
主
総

会
と
は
別
の
機
会
を
設
け
る
こ
と
で
、
株
主

か
ら
の
要
望
に
積
極
的
に
応
え
る
企
業
も
あ

っ
た
。
ま
た
、
「
株
主
優
待
」
に
つ
い
て
は

二
六
・
七
％
が
実
施
し
、
検
討
中
も
一
四
・

四
％
あ
っ
た
。 

  

Ⅱ 

企
業
の
Ｃ
Ｓ
Ｒ
へ
の
取
り
組
み 

    

上
場
企
業

の
９
割
が 

　
Ｃ
Ｓ
Ｒ
実
施 

　
近
年
、
企
業
不
祥
事
の
続
発
な
ど
に
よ
り
、

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス（
法
令
等
遵
守
）や
、
Ｃ

Ｓ
Ｒ
経
営
に
注
目
が
集
ま
っ
て
い
る
。
と
く

に
上
場
企
業
で
は
、
ス
キ
ャ
ン
ダ
ル
や
不
祥

事
が
消
費
者
の
購
買
行
動
や
株
価
に
マ
イ
ナ

ス
の
影
響
を
与
え
る
こ
と
か
ら
、
Ｃ
Ｓ
Ｒ
経

営
に
よ
り
積
極
的
な
姿
勢
を
示
し
て
い
る
こ

と
が
予
想
さ
れ
る
。
そ
こ
で
、
Ｃ
Ｓ
Ｒ
に
関

す
る
取
り
組
み
状
況
に
つ
い
て
聞
い
た
と
こ

ろ
、
法
令
や
社
会
か
ら
求
め
ら
れ
て
い
る
範

囲
以
上
で
取
り
組
ん
で
い
る
企
業
が
二
九
・

八
％
、
法
令
や
社
会
か
ら
求
め
ら
れ
て
い
る

範
囲
で
取
り
組
ん
で
い
る
企
業
が
六
二
・
九

％
と
な
っ
て
お
り
、
合
わ
せ
て
九
二
・
七
％

が
何
ら
か
の
形
で
Ｃ
Ｓ
Ｒ
の
取
り
組
み
を
行

っ
て
い
た
。
こ
れ
を
従
業
員
規
模
別
に
み
る

と
、
お
お
む
ね
規
模
が
大
き
く
な
る
ほ
ど
何

ら
か
の
取
り
組
み
を
実
施
し
て
い
る
企
業
割

合
が
高
く
な
っ
て
お
り
、
五
〇
〇
〇
人
以
上

規
模
で
は
六
二
・
三
％
が
法
令
や
社
会
か
ら

求
め
ら
れ
て
い
る
以
上
に
実
施
し
て
い
た（
図

１０
）。 

  

８
割
が
企
業
不
祥
事
の 

　
防
止
で
導
入 

 
Ｃ
Ｓ
Ｒ
で
何
ら
か
の
取
り
組
み
を
し
て
い

る
企
業
（
「
法
令
等
の
規
程
範
囲
以
上
に
実

施
」
「
法
令
等
の
規
程
範
囲
を
実
施
」
と
回

答
し
た
企
業
）
に
つ
い
て
、
Ｃ
Ｓ
Ｒ
に
取
り

組
む
理
由
を
た
ず
ね
た
と
こ
ろ
（
三
つ
ま
で

の
複
数
回
答
）、「
企
業
不
祥
事
を
未
然
に
防

止
す
る
た
め
」
が
八
六
・
三
％
で
も
っ
と
も

多
く
、
次
い
で
、
「
社
会
正
義
・
公
正
の
た

め
」
が
五
五
・
九
％
、
「
顧
客
な
ど
に
対
す

る
イ
メ
ー
ジ
ア
ッ
プ
」
が
四
〇
・
〇
％
、
「
安

全
と
健
康
を
経
営
の
最
優
先
と
し
て
い
る
た

め
」
が
二
八
・
三
％
と
続
く（
図
１１
）。 

 

近
年
、
Ｃ
Ｓ
Ｒ
経
営
に
は
、
企
業
不
祥
事

の
未
然
防
止
だ
け
で
な
く
、
よ
り
積
極
的
に

Ｃ
Ｓ
Ｒ
を
企
業
の
利
益
と
両
立
さ
せ
、
利
益

を
増
進
さ
せ
る
面
を
強
調
す
る
考
え
が
あ
る

（
４
）が
、「
Ｃ
Ｓ
Ｒ
を
企
業
戦
略
の
中
核
に
し

て
、
戦
略
を
立
案
・
実
行
し
て
い
る
か
ら
」

は
一
八
・
五
％
だ
っ
た
。
そ
の
ほ
か
、
「
従

業
員
と
一
体
感
を
高
め
る
た
め
」
が
一
三
・

四
％
、
「
Ｓ
Ｒ
Ｉ
（
社
会
的
責
任
投
資
）
を

重
視
す
る
投
資
家
か
ら
の
要
請
」
が
七
・
四

％
と
な
っ
て
い
る
。 

 

そ
こ
で
、
Ｃ
Ｓ
Ｒ
で
何
ら
か
の
取
り
組
み

を
し
て
い
る
企
業
に
つ
い
て
、
実
際
に
取
り

組
ん
で
い
る
内
容
を
た
ず
ね
た
と
こ
ろ
、
「
法

令
・
倫
理
の
遵
守
」
が
九
九
・
三
％
と
も
っ

と
も
多
い
。
次
い
で
、
「
誠
実
な
顧
客
対
応
」

（
八
七
・
三
％
）、「
積
極
的
な
情
報
公
開
・

開
示
」（
八
一
・
三
％
）、「
環
境
へ
の
配
慮
」

（
八
〇
・
一
％
）
が
八
割
台
と
な
っ
て
い
る
。

続
い
て
、
「
取
締
役
会
・
監
査
役
等
に
よ
る

監
督
・
監
査
の
実
効
性
確
保
」
が
七
三
・
九

％
、
「
公
正
競
争
の
尊
重
」
が
七
一
・
五
％

が
七
割
台
で
あ
る（
図
１２
）。 

 

な
お
、
従
業
員
関
係
の
項
目
を
み
る
と
、

「
男
女
間
の
機
会
均
等
」
が
五
九
・
二
％
、

「
社
員
の
育
児
・
介
護
へ
の
配
慮
」
は
五
一
・

三
％
、「
社
員
の
エ
ン
プ
ロ
イ
ア
ビ
リ
テ
ィ

の
向
上
」
が
三
七
・
九
％
な
ど
と
な
っ
て
い

る
。 

  

約

７
割
で
ヘ
ル
プ
ラ
イ
ン
整
備 

 

Ｃ
Ｓ
Ｒ
で
何
ら
か
の
取
り
組
み
を
し
て
い

る
企
業
に
つ
い
て
、
Ｃ
Ｓ
Ｒ
に
係
る
施
策
の

実
施
状
況
を
聞
い
た
と
こ
ろ（
以
下
、図
１３
）、

規
程
の
整
備
面
を
見
る
と
、
「
倫
理
規
範
等

の
明
文
化
さ
れ
た
社
内
規
程
を
作
成
」
が
七

三
・
四
％
と
な
っ
て
い
る
。
以
下
、
「
法
令

違
反
な
ど
を
社
内
通
報
が
で
き
る
規
程
を
作
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※n=417

図13 ＣＳＲにかかわる施策 

※n=450

図14 労働時間管理の適正化の取り組み状況（CSRの取り組み状況別） 

成
」（
六
二
・
六
％
）
と
「
内
部
通
報
を
行
っ

た
者
の
権
利
保
護
規
程
（
解
雇
な
ど
の
不
利

益
取
扱
い
を
禁
止
等
）
の
制
定
」（
五
一
・
三

％
）
が
そ
れ
ぞ
れ
過
半
数
を
占
め
て
い
る
。

検
討
中
を
含
め
る
と
、
い
ず
れ
の
項
目
も
約

八
〜
九
割
の
企
業
が
規
程
の
整
備
に
前
向
き

な
立
場
を
と
っ
て
い
る
。
な
お
、
「
Ｃ
Ｓ
Ｒ

に
関
す
る
『
行
動
指
針
』
を
策
定
」
は
四
九
・

二
％
（
検
討
中
が
三
七
・
六
％
）
と
な
っ
て

い
る
。 

　
次
に
、
体
制
整
備
面
の
実
施
状
況
を
み
る

と
、
「
従
業
員
の
相
談
・
通
報
に
対
応
す
る

体
制
（
い
わ
ゆ
る
ヘ
ル
プ
ラ
イ
ン
）
の
整
備
」

は
六
九
・
八
％
と
約
七
割
も
の
企
業
が
実
施

し
て
い
た
。 

 

ま
た
、
「
Ｃ
Ｓ
Ｒ
の
責
任
者
を
経
営
の
ト

ッ
プ
ク
ラ
ス
が
務
め
て
い
る
」（
五
六
・
一
％
）

と
す
る
企
業
が
半
数
を
超
え
る
。
ま
た
、「
Ｃ

Ｓ
Ｒ
に
関
す
る
専
任
部
署
の
設
置
」
は
三
六
・

五
％
で
実
施
し
て
い
る
が
、
検
討
中
も
三
三
・

一
％
あ
り
、
合
わ
せ
る
と
六
割
の
企
業
が
専

門
部
署
の
設
置
に
前
向
き
な
姿
勢
を
示
し
て

い
る
。 

　
で
は
、
Ｃ
Ｓ
Ｒ
の
取
り
組
み
を
促
進
す
る

た
め
の
体
制
整
備
面
は
ど
う
か
。
「
Ｃ
Ｓ
Ｒ

に
関
し
て
従
業
員
向
け
の
教
育
を
定
期
的
に

実
施
」
す
る
企
業
は
三
八
・
四
％
あ
り
、
「
チ

ェ
ッ
ク
シ
ス
テ
ム
と
し
て
定
期
的
な
監
査
を

実
施
」
が
三
二
・
六
％
、
「
Ｃ
Ｓ
Ｒ
等
に
つ

い
て
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
な
ど
で
公
表
」
が
三

八
・
八
％
と
な
っ
て
い
る
。

い
ず
れ
の
項
目
も
検
討
中

が
四
割
程
度
あ
り
、
合
わ

せ
て
約
八
割
の
企
業
が
前

向
き
な
立
場
を
と
っ
て
い

る
。 

　
以
上
を
総
合
す
る
と
、

現
状
で
は
、
「
倫
理
規
範

等
の
明
文
化
さ
れ
た
社
内

規
程
」
や
「
法
令
違
反
な

ど
を
社
内
通
報
で
き
る
規

程
」
の
よ
う
な
内
部
通
報

の
仕
組
み
づ
く
り
に
つ
い

て
は
実
施
済
み
の
企
業
が

六
割
を
超
え
て
お
り
、
ヘ

ル
プ
ラ
イ
ン
に
つ
い
て
も

七
割
が
整
備
済
み
だ
っ
た
。

企
業
不
祥
事
を
未
然
防
止

す
る
た
め
、
企
業
は
制
度

面
の
整
備
を
先
行
さ
せ
て

進
め
て
い
る
と
い
え
る
が
、

そ
の
一
方
で
「
Ｃ
Ｓ
Ｒ
に

関
す
る
『
行
動
指
針
』」

を
策
定
し
た
の
は
約
半
数
で
、
三
七
・
六
％

が
検
討
段
階
に
あ
る
。
Ｃ
Ｓ
Ｒ
に
つ
い
て
の

「
従
業
員
向
け
の
教
育
の
定
期
実
施
」
も
実

施
し
た
企
業
（
三
八
・
四
％
）
よ
り
も
、
検

討
段
階
が
四
三
・
六
％
と
上
回
っ
て
お
り
、

実
質
的
な
内
部
通
報
体
制
の
整
備
は
現
在
進

行
中
と
い
え
る
。 

  

Ⅲ 

従
業
員
関
連
の
Ｃ
Ｓ
Ｒ 

    

７
割
弱
の
企
業
が 

　
労
働
時
間
管
理
の
適
正
化
を
実
施 

　
こ
こ
数
年
、
各
企
業
で
恒
常
的
な
長
時
間

の
所
定
外
労
働
の
削
減
や
賃
金
不
払
い
残
業

の
解
消
に
向
け
た
取
り
組
み
が
進
ん
で
い
る
。

と
く
に
厚
生
労
働
省
で
は
、
平
成
一
五
年
五

月
に
「
賃
金
不
払
い
残
業
の
解
消
を
図
る
た

め
に
講
ず
べ
き
措
置
等
に
関
す
る
指
針
」
を

策
定
し
、
企
業
の
主
体
的
な
取
り
組
み
を
強

く
促
し
て
い
る
。 

　
そ
こ
で
、
法
令
遵
守
企
業
の
対
応
を
み
る

た
め
の
一
つ
の
事
例
と
し
て
、
残
業
を
減
ら

す
た
め
の
労
働
時
間
管
理
の
適
正
化
の
取
り

組
み
状
況
を
た
ず
ね
た
と
こ
ろ
、
六
九
・
八

％
が
す
で
に
実
施
し
て
い
る
と
の
回
答
だ
っ

た
。
こ
れ
を
Ｃ
Ｓ
Ｒ
の
取
り
組
み
状
況
別
に

み
る
と
、
「
法
令
等
の
規
程
範
囲
以
上
に
実

施
」
し
て
い
る
企
業
で
八
一
・
三
％
、「
法
令

等
の
規
定
範
囲
を
実
施
」
し
て
い
る
企
業
で

も
六
八
・
六
％
が
実
施
し
て
い
た（
図
１４
）。 

　
労
働
時
間
管
理
の
適
正
化
に
つ
い
て
、
「
す

で
に
実
施
し
て
い
る
」
ま
た
は
「
今
後
、
実

施
を
検
討
し
て
い
る
」
と
回
答
し
た
企
業
に

つ
い
て
、
労
働
時
間
の
適
正
化
に
係
る
施
策

の
実
施
状
況
を
た
ず
ね
た
と
こ
ろ
、
「
労
働

時
間
管
理
の
適
正
化
の
周
知
・
啓
発
」
が
六

八
・
〇
％
と
も
っ
と
も
多
く
、
次
い
で
「
残

業
に
つ
い
て
管
理
職
の
事
前
指
示
に
基
づ
く

よ
う
ル
ー
ル
化
」
が
六
三
・
三
％
、「
時
間
外

労
働
に
関
す
る
社
内
調
査
・
実
態
把
握
」
が

五
八
・
四
％
な
ど
と
な
っ
て
い
る（
図
１５
）。 

　
ま
た
、
「
長
時
間
残
業
者
の
特
別
健
康
診

断
」
を
実
施
し
て
い
る
企
業
も
三
八
・
〇
％

あ
っ
た
ほ
か
、
「
労
使
協
議
等
で
労
働
時
間

管
理
協
定
を
締
結
」（
三
三
・
九
％
）、「
労
働

時
間
の
専
門
委
員
会
、
対
策
部
会
の
設
置
」 
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図15 労働時間の適正化に係る施策の実施内容 

※n=387

※n=387

図16 ポジティブ・アクションの実施状況（CSRの取り組み状況別） 

計 

 

法令等の規定範囲以上に実施（n=134） 

法令等の規定範囲を実施（n=283） 

ほとんど取り組んでいない（n=27） 

よくわからない（n=4） 

※n=267

図17 ポジティブ・アクションの施策の実施内容 

専任の部署、あるいは担当者を設置 

 問題点の調査・分析 

 女性の能力発揮のための計画を策定 

 女性の積極的な登用 

 女性が従事するための積極的な教育訓練 

 女性専用の相談窓口 

 セクハラ防止のための規程の策定 

 仕事と家庭との両立支援（法律を上回る）を整備 

 男性に対する啓発 

 職場環境・風土を改善 

（
二
二
・
五
％
）、「
社
内
相
談
窓
口
の
設
置
」

（
一
四
・
二
％
）
な
ど
も
あ
っ
た
。 

  

法
令
以
上
実
施
企
業

で 
 

７
割
が
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン 

 

女
性
の
管
理
職
登
用
と
い
っ
た
ポ
ジ
テ
ィ

ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
は
、
企
業
の
Ｃ
Ｓ
Ｒ
の
一

つ
と
考
え
ら
れ
て
い
る
が
、
不
払
残
業
の
よ

う
に
労
働
基
準
法
な
ど
の
強
行
法
規
で
担
保

さ
れ
て
い
な
い
分
野
で
あ
る
。
そ
こ
で
、
ポ

ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
の
実
施
状
況
を
聞

い
た
と
こ
ろ
、
五
三
・
八
％
が
す
で
に
実
施

し
て
い
る
と
回
答
し
て
い
る
。
こ
れ
を
Ｃ
Ｓ

Ｒ
の
取
り
組
み
状
況
別
に
み
る
と
、
ポ
ジ
テ

ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
を
実
施
し
て
い
る
企
業

の
割
合
は
、
「
法
令
等
の
規
定
範
囲
以
上
に

実
施
」
し
て
い
る
企
業
で
七
三
・
九
％
、
「
法

定
等
の
規
定
範
囲
を
実
施
」
し
て
い
る
企
業

で
は
四
七
・
七
％
あ
り
、
Ｃ
Ｓ
Ｒ
に
積
極
的

な
企
業
（
法
令
等
の
規
程
範
囲
以
上
に
実
施

し
て
い
る
企
業
）
の
ほ
う
が
、
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・

ア
ク
シ
ョ
ン
の
実
施
割
合
が
高
く
な
っ
て
い

る（
図
１６
）。 

　
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
に
つ
い
て
、

「
す
で
に
実
施
し
て
い
る
」
「
今
後
、
実
施

を
検
討
し
て
い
る
」
と
回
答
し
た
企
業
に
ポ

ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
施
策
の
具
体
的
な

実
施
状
況
を
た
ず
ね
た
と
こ
ろ
、
不
祥
事
防

止
に
あ
た
る
「
セ
ク
ハ
ラ
防
止
の
た
め
の
規

程
の
策
定
」
が
七
五
・
三
％
と
最
多
。
次
い

で
実
施
割
合
が
高
い
の
は
、
「
女
性
の
積
極

的
な
登
用
」
が
四
五
・
七
％
、
「
仕
事
と
家

庭
と
の
両
立
支
援
（
法
律
を
上
回
る
）
を
整

備
」
が
四
〇
・
一
％
、
「
職
場
環
境
・

風
土
を
改
善
」
が
三
八
・
二
％
な
ど
と

な
っ
て
い
る（
図
１７
）。 

　
そ
こ
で
、
過
去
五
年
間
の
女
性
の
管

理
職
比
率
（
課
長
相
当
職
以
上
に
占
め

る
女
性
の
比
率
）
の
変
化
を
た
ず
ね
た

と
こ
ろ
、
「
該
当
者
が
い
な
い
の
で
わ

か
ら
な
い
」
を
除
い
た
回
答
企
業
で
は
、

「
横
ば
い
」
が
四
四
・
七
％
と
も
っ
と

も
多
い
も
の
の
、
「
や
や
増
え
た
」（
三

九
・
七
％
）、「
増
え
た
」（
八
・
五
％
）

を
合
わ
せ
て
約
半
数
（
四
八
・
二
％
）

が
増
加
傾
向
と
答
え
た（
図
１８
）。 

　
こ
れ
を
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン

の
実
施
状
況
別
に
み
る
と
、
ポ
ジ
テ
ィ

ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
を
す
で
に
実
施
し
て

い
る
企
業
で
は
、
「
や
や
増
え
た
」（
四

五
・
六
％
）
と
「
増
え
た
」（
一
一
・
三

％
）
を
合
わ
せ
る
と
、
五
六
・
九
％
が

増
え
た
と
回
答
し
て
お
り
、
実
施
し
て

い
な
い
企
業
に
比
べ
増
加
の
割
合
が
高

い
。 

 

〔
注
〕 

１
．
胥
鵬
「
ど
の
企
業
が
敵
対
的
買
収
の
タ

ー
ゲ
ッ
ト
に
な
る
か
」（RIE

TI D
iscussion 

Peper Series 06-J-008

）
は
、
八
〇
年
代
に

米
国
で
発
生
し
た
敵
対
的
企
業
買
収
が
お
お

む
ね
、
企
業
価
値
や
経
営
規
律
を
高
め
る
う

え
で
効
果
が
あ
っ
た
と
の
先
行
研
究
を
踏
ま

え
た
上
で
、
村
上
フ
ァ
ン
ド
と
ス
テ
ィ
ー
ル
・

パ
ー
ト
ナ
ー
ズ
に
よ
っ
て
敵
対
的
買
収
の
タ

ー
ゲ
ッ
ト
に
さ
れ
た
日
本
企
業
（
公
開
会
社
）
等
の

財
務
デ
ー
タ
を
実
証
分
析
し
た
貴
重
な
研
究
で
あ
る
。

そ
れ
に
よ
れ
ば
、
投
資
フ
ァ
ン
ド
や
モ
ノ
言
う
株
主

の
タ
ー
ゲ
ッ
ト
と
な
る
企
業
の
特
徴
は
、
企
業
価
値

が
低
く
、
か
つ
現
預
金
・
有
価
証
券
・
投
資
有
価
証

券
な
ど
の
フ
リ
ー
・
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
が
高
い

企
業
で
、
負
債
比
率
が
低
く
、
株
主
持
合
比
率
が
低

い
と
い
う
も
の
だ
っ
た
。
本
論
文
の
示
唆
は
、
モ
ノ

言
う
株
主
の
圧
力
は
企
業
価
値
を
高
め
る
可
能
性
が

高
く
、
企
業
価
値
を
毀
損
す
る
恐
れ
が
少
な
い
（
敵

対
的
買
収
の
脅
威
は
経
営
者
に
対
す
る
脅
威
で
あ
り
、

企
業
価
値
に
対
す
る
脅
威
で
は
な
い
）
と
い
う
も
の

で
あ
り
、
企
業
価
値
が
低
く
フ
リ
ー
・
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・

フ
ロ
ー
が
豊
富
な
企
業
は
経
営
者
保
身
に
つ
な
が
る

危
惧
が
大
き
い
防
衛
策
を
導
入
す
べ
き
で
は
な
い
（
す

な
わ
ち
、
配
当
、
自
己
株
式
取
得
な
ど
の
株
主
利
益

還
元
こ
そ
有
効
な
防
衛
策
で
あ
る
）
と
指
摘
し
て
い

る
。
す
な
わ
ち
、
八
〇
年
代
の
米
国
と
同
様
、
モ
ノ

い
う
株
主
の
圧
力
は
、
斜
陽
企
業
の
早
期
退
出
を
促



9

Business Labor Trend  2006.3

特集―企業の社会的責任（CSR） 

※n=295

図18 過去5年間の女性管理職比率の増減 進
し
企
業
価
値
を
高
め
る
役
割
を
果
た
す
可
能
性
が

高
い
。 

　
本
稿
は
単
純
集
計
を
ま
と
め
た
も
の
に
す
ぎ
な
い

た
め
即
断
は
で
き
な
い
も
の
の
、
今
後
の
財
務
戦
略

（
図
３
）を
見
た
限
り
で
は
、
企
業
は
「
配
当
性
向
の

向
上
」
を
も
っ
と
も
重
視
し
、
「
非
効
率
な
持
ち
合

い
株
の
解
消
促
進
」
だ
け
で
な
く
、
「
資
産
流
動
化

の
促
進
」
や
「
現
金
性
資
産
を
少
な
め
に
す
る
」
な

ど
、
胥
論
文
が
指
摘
す
る
敵
対
的
買
収
の
タ
ー
ゲ
ッ

ト
に
な
り
に
く
い
戦
略
を
と
っ
て
い
る
と
も
と
れ
る
。

ま
た
、
後
述
の
図
４
の
最
近
の
株
主
総
会
で
取
り
上

げ
た
議
案
を
見
て
も
、
も
っ
と
も
比
率
が
高
い
の
は

「
増
配
ま
た
は
自
社
株
式
の
買
戻
し
」（
三
七
・
一

％
）
で
あ
り
、
む
し
ろ
、
「
ポ
イ
ズ
ン
・
ピ
ル
の
導

入
」
は
検
討
中
を
含
め
て
も
約
二
割
と
慎
重
な
姿
勢

で
あ
る
。 

 

２
．
ポ
イ
ズ
ン
・
ピ
ル
と
は
、
例
え
ば
、
買
収
者

が
一
定
割
合
の
株
式
を
買
い
占
め
た
場
合
（
典
型
的

に
は
２
割
程
度
）、
買
収
者
以
外
の
株
主
に
自
動
的

に
新
株
が
発
行
さ
れ
、
買
収
者
の
買
占
め
割
合
が
低

下
す
る
仕
組
み
の
こ
と
。 

 

３
．
種
類
株
と
は
、
普
通
株
と
比
べ
て
、
さ
ま
ざ

ま
な
権
利
が
優
先
さ
れ
た
り
制
限
さ
れ
て
い
る
種
類

の
株
の
こ
と
。
具
体
的
に
は
、
議
決
権
制
限
株
式
や

配
当
優
先
種
類
株
式
、
転
換
株
式
な
ど
が
あ
る
。
当

該
調
査
の
設
問
で
は
、
敵
対
的
企
業
買
収
を
強
調
す

る
こ
と
に
よ
る
回
答
忌
避
を
避
け
る
た
め
、
単
に
「
種

類
株
制
度
の
導
入
」
と
い
う
表
現
で
の
問
い
と
し
た

こ
と
に
留
意
。 

 

４
．
詳
し
く
は
、
経
済
同
友
会
の
『
企
業
白
書
』

（
二
〇
〇
三
年
度
）
を
参
照
。
そ
こ
で
は
、

Ｃ
Ｓ
Ｒ
は
、
企
業
の
リ
ス
ク
要
因
を
低
減
し
、

ま
た
社
会
ニ
ー
ズ
の
先
取
り
を
可
能
に
す
る

こ
と
を
通
じ
て
将
来
の
利
益
を
生
む
も
の
と

し
て
お
り
、
「
市
場
の
進
化
」
と
の
視
点
を

示
し
て
い
る
。 

 

（
調
査
部
　
奥
田
栄
二
） 


